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２０２１年財政援助団体等監査の結果について 

 

 

 地方自治法第１９９条第７項の規定による監査並びに同条第１項、第２項及び第５項の

規定による主管部課の監査を実施したので、同条第９項の規定により、その結果の報告書

を提出します。 

なお、この監査結果に基づき、又はこの監査の結果を参考として措置を講じたときは、

同条第１４項の規定により通知願います。 
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２０２１年財政援助団体等監査結果報告書 

 

１ 監査の種類 

地方自治法第１９９条第７項の規定による監査並びに同条第１項、第２項及び第５項

の規定による主管部課の監査 

なお、本監査は町田市監査基準に準拠して実施した。 

 

２ 監査の対象 

（１）対象団体等 

団体名称 補助金名称 主管部課 

一般財団法人  

町田市地域活動サポートオフィス 

（町田市外郭団体） 

 

 

市民部  

市民協働推進課 

町田市町内会・自治会連合会 
町田市町内会・自治会連

合会補助金 

市民部  

市民協働推進課 

相原中村町内会 
町田市町内会・自治会集

会施設整備事業補助金 

市民部  

市民協働推進課 

 

（２）対象事務 

２０２０年度（必要に応じて２０２１年度及び２０１９年度以前を含む。）に執行さ

れた出資（出えん）団体の事業及び補助金に係る出納その他の事務 

 

３ 監査の着眼点 

監査の実施に当たり、重要リスク及び監査の着眼点を次表のとおり設定した。 

重要リスク 監査の着眼点 

（１）出資（出えん）目的に沿っ

た事業運営が行われないリ

スク 

ア 出資（出えん）による権利は財産台帳に登録

され、決算書類に適正に表示されているか 

イ 定款（寄附行為）並びに経理規程等諸規程は

整備されているか 

ウ 設立目的（出えん目的）に沿った事業運営が

行われているか 

エ 市は、事業の効果及び履行の確認を報告書等

により行っているか 

（２）出資（出えん）団体として

の経理及び補助金に係る経

理が適正に処理されないリ

スク 

 

ア 出資（出えん）団体としての経理及び補助金

に係る経理は適正に行われているか 

イ 出納関係帳簿の整備、記帳は適正に行われ、

領収書類の整備、保存は適切に行われているか 

ウ 会計処理上の責任体制は確立されているか 
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エ 決算諸表等は法令等に準拠して作成され、事

業成績、財政状況は適正に表示されているか 

オ 資金の運用及び財産管理は適切か、また、経

費節減は図られているか 

（３）補助金の交付目的が達成

されないリスク 

ア 補助金の交付申請、実績報告は適正に行われ

ているか 

イ 補助対象事業は、計画に従って実施され、十

分効果が上げられているか 

ウ 補助金が補助対象事業以外に流用されていな

いか 

エ 市は、補助金の効果及び履行の確認を実績報

告書等により行っているか 

（４）市が不正・不要な支出を

行うリスク 

ア 補助金の額の算定、交付方法、時期、手続等

は適正か 

 

 

４ 監査の実施内容 

出納関係帳簿、関係書類の閲覧、証ひょう等の突合を行ったほか、対象団体及び主管

部課の職員に対して質問を行った。 

 

５ 監査の期間及び実施場所 

２０２１年７月２７日から２０２１年１１月２９日まで町田市庁舎、町田市民フォー

ラム及び中村公会堂で監査を実施した。 

 

６ 監査の結果 

町田市監査基準第１４条に基づき、対象部の長から弁明、見解等を聴取し、事務がお

おむね適正に執行されていることを確認した。しかし、一部に改善、検討を要する事項

が見受けられたので対象団体ごとに以下に述べる。 

なお、報告書中の【指摘】とは、是正・改善を必要とする事項であり、【意見】とは、

改善の検討を要望する事項である。 
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（１） 一般財団法人 町田市地域活動サポートオフィス 

＜概要＞ 

出資（出えん）団体 一般財団法人町田市地域活動サポートオフィス 

設 立 年 月 日 ２０１９年４月８日 

所 在 地 町田市原町田四丁目９番８号 

設 立 根 拠 法 令 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 

基 本 財 産 ３，０００，０００円(町田市出えん金３，０００，０００円) 

設 立 目 的 

 市内で活動する団体、地域住民、企業、大学などの連携、

協働を促進し、ひと、もの、かね、場、情報などの資源を市

内で活動する団体自らが十分に活用できるよう支援すること

で、地域における課題解決の取組みの充実、拡大につなげる

ことを目的とする。 

事 業 内 容 

１ 地域活動に関するコーディネート事業 

２ 地域活動に関する情報収集及び発信事業 

３ 地域活動を行う組織に対する基盤強化事業 

４ 地域活動に関する人材育成事業 

５ 地域活動に関する調査研究事業 

６ 地域活動に関する資金調達事業 

７ その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

＜経営成績及び財政状態＞                       （単位：円） 

科 目 2019 年度 2020 年度 増減額 

経 常 収 益 24,601,021 25,894,869 1,293,848 

当 期 経 常 増 減 額 7,134,383 2,128,175 △5,006,208 

当期一般正味財産増減額 7,651,535 2,058,175 △5,593,360 

資 産 合 計 11,709,247 14,119,929 2,410,682 

負 債 合 計 1,057,712 1,410,219 352,507 

正 味 財 産 合 計 10,651,535 12,709,710 2,058,175 

 

＜町田市からの委託料の推移＞                     （単位：円） 

委託業務名 2019 年度 2020 年度 増減額 

町田市地域活動サポートオフィス 

に お け る 中 間 支 援 業 務  
24,208,900                 24,160,400                        △48,500 

（注）表中の金額は、全て税込みである。 
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＜主要事業の実績＞ 

事業名 2019 年度 2020 年度 

地域活動に関するコーディネート事業

（相談対応件数） 
114 件 137 件 

地域活動を行う組織に対する基盤強化

事業/人材育成事業（講座実施回数） 
15 回 24 回 

地域活動に関する調査研究事業（ヒア

リング団体数） 
25 団体 10 団体 

（注）町田市公表の外郭団体基本情報から引用 

 

【意見】出資（出えん）団体への指導監督については、法人税法施行令等に基づき、適正

に行うよう努められたい 

法人税法施行令第５条では、収益事業に規定する事業として請負業を定め、法人税基

本通達１５－１－２８では、公益法人等が事務処理の受託の性質を有する業務を行う場

合において、実費弁償により行われるものであり、かつ、あらかじめ一定の期間を限っ

て所轄税務署長の確認を受けたときは、当該公益法人等の収益事業としないと定めてい

る。また、地方自治法第２２１条第３項では、収入及び支出の実績若しくは見込みにつ

いて報告を徴し、予算の執行状況を実地について調査し、又はその結果に基づいて必要

な措置を講ずべきことを求めることができると定めている。町田市外郭団体の指導監督

に関する要綱第５では、事業報告及び決算報告の指導監督について、同要綱第６では、

経営状況が適切かつ健全であるかの指導監督について定めている。 

町田市地域活動サポートオフィスに係る関係書類の閲覧及び関係職員への質問を行っ

たところ、収益事業としない事務処理について、法令等で定める所轄税務署長の確認を

受けず、主管部課による指導監督もなされていなかった。 

主管部課によれば、町田市地域活動サポートオフィスの会計処理や決算事務について

は、疑義のある場合、顧問税理士に適時確認し、処理するよう指導監督を行っていたが、

法令等に関する認識不足があり、十分な指導監督ができていなかったとのことであった。 

主管部課は、法人税法施行令等に基づき、出資（出えん）団体への指導監督を適正に

行うよう努められたい。 
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（２） 町田市町内会・自治会連合会補助金 

＜概要＞ 

補 助 金 交 付 団 体 町田市町内会・自治会連合会 

補 助 金 交 付 額 ２，４００，０００円 

補 助 金 交 付 要 綱 町田市町内会・自治会連合会補助金交付要綱 

 

制 定 年 月 日 １９８２年４月１日 

直 近 の 

改 正 年 月 日 
２０２０年３月３１日 

補 助 目 的 

町田市町内会・自治会連合会に対し、連合会が実施する事

業に要する経費の一部を補助することにより、地域住民の共

同活動の振興を図り、もって市民の福祉の増進に寄与するこ

とを目的とする。 

補助対象事業 

１ 連合会の活動を推進するために必要な事業 

２ 町田市町内会・自治会地区連合会の活動を推進するため 

に必要な事業 

３ 町内会・自治会の活動を推進するために必要な事業 

４ 町内会・自治会の活動に係る調査及び研究に関する事業 

５ 上記１から４までに掲げるもののほか、補助目的を達成

するために必要な事業 

補助対象経費 

 補助対象事業に要する経費のうち、次に掲げる経費を除い

た経費  

１ 交際費 

２ 食糧費  

３ 上記１及び２に掲げるもののほか、市長が補助の対象と

して不適当と認める経費 

補助金の交付額  補助対象経費の額とし、２４０万円を限度とする 

 

＜補助金交付額の推移＞                        （単位：円） 

 2017 年度 

（決算額） 

2018 年度 

（決算額） 

2019 年度 

（決算額） 

2020 年度 

（決算額） 

2021 年度 

（予算額） 

補助金交付額 2,400,000 2,400,000 2,400,000 2,400,000 2,400,000 

 

 

 



- 8 - 

 

【指摘】補助金の交付決定に係る条件の通知については、補助金等の予算の執行に関

する規則等にのっとり、適正に行うべきもの 

補助金等の予算の執行に関する規則第８条第１項では、「市長は、補助金等の交付

の決定をしたときは、速やかにその決定の内容及びこれに条件を付した場合にはそ

の条件を補助金等の交付の申請をした者に通知しなければならない。」と定め、同規

則においては、補助金等の返還、財産処分の制限に関わる条件等を定めている。ま

た、町田市補助金等の交付に関する要綱第１５では、帳簿等の整理保管の条件を定

めている。 

町田市町内会・自治会連合会補助金に係る関係書類の閲覧を行ったところ、町田

市町内会・自治会連合会に交付する補助金の交付決定通知書に、同規則及び同要綱

に定めるところによる条件が記載されていなかった。  

主管部課によれば、交付決定通知書の記載に際し、町田市町内会・自治会連合会

との間で疑義が生じる事項について記載することを重視し、同規則及び同要綱に定

めるところによる条件の記載をしていなかったとのことであった。 

補助金の交付決定の通知における条件は、補助事業者にその条件の内容の履行を

求めるためである。 

主管部課は、補助金等の予算の執行に関する規則等にのっとり、補助金の交付決

定に係る条件の通知を適正に行うべきである。 
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【意見】補助事業の成果の確認については、補助金等の予算の執行に関する規則等の

規定に基づき、適正に行うよう努められたい 

補助金等の予算の執行に関する規則第６条第１項では、市長は、補助金等の交付

の申請があった場合は、補助事業等の目的及び内容が適正であるかを調査し、補助

金等の交付の決定をしなければならないと定めている。また、同規則第１６条第１

項では、補助事業者等は、補助事業等が完了したときは、当該補助事業等の成果を

記載した実績報告書に関係書類を添えて、市長に報告しなければならないと定め、

同規則第１７条では、市長は、実績報告書の提出を受けた場合は、当該実績報告書

の審査により、その報告に係る補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容に

適合するものであるかどうかを調査することと定めている。 

町田市町内会・自治会連合会補助金交付要綱第２では、地域住民の共同活動の振

興を図り、もって市民の福祉の増進に寄与することを補助の目的として定め、同要

綱第４では、補助対象事業について定めている。  

町田市町内会・自治会連合会補助金に係る関係書類の閲覧を行ったところ、補助

の目的に沿った補助事業の成果を記載する実績報告書になっていなかった。 

主管部課によれば、実績報告書には記載がないが、市と共催により地区長会や市

政懇談会を開催しているという事実、町田市の町内会・自治会加入率が微減又は横

ばいを維持している事実をもって、補助事業の成果としているとのことであった。 

町田市町内会・自治会連合会補助金では、補助金の交付を受けようとする者は、

補助金の交付申請を行い、市は、交付申請された補助事業の目的及び内容を調査し、

当該補助事業が同要綱に定める補助対象事業の目的に寄与することを確認し、補助

金の交付決定を行うこととしている。 

補助事業の完了後、補助事業者は、遂行された補助事業の成果を記載した実績報

告書を提出し、市は、実績報告書の審査において、実績報告書に記載された補助事

業の成果が補助金の交付決定と適合しているかを確認することとしている。  

実績報告書には記載がないが、市との共催、町田市の町内会・自治会加入率の維

持を成果としているとのことであるが、実績報告書に記載される補助事業の成果は、

遂行された補助事業の成果が同要綱に定める補助対象事業の成果に適合すること

と、補助目的を踏まえた補助金の交付の決定の内容に適合することにより、補助金

が地域住民の共同活動の振興を図り、もって市民の福祉の増進に寄与することを確

認するためのものである。 

主管部課は、補助金等の予算の執行に関する規則等の規定に基づき、補助事業の

成果の確認を適正に行うよう努められたい。 
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（３） 町田市町内会・自治会集会施設整備事業補助金   

＜概要＞ 

補 助 金 交 付 団 体 相原中村町内会 

補 助 金 交 付 額 
２０，０００，０００円 

（補助対象事業１「集会施設を新たに造る工事」に該当） 

補 助 金 交 付 要 綱 町田市町内会・自治会集会施設整備事業補助金交付要綱 

 

制 定 年 月 日 ２００８年９月１日 

直 近 の 

改 正 年 月 日 
２０２０年３月３１日 

補 助 目 的 

町内会・自治会が管理及び運営を行う集会施設の整備に要

する経費の一部を補助することにより、広く地域コミュニテ

ィ活動の場である集会施設の整備を支援し、もって地域コミ

ュニティ活動の発展に寄与することを目的とする。 

補助対象事業 

１ 延べ面積が１０平方メートル以上２５０平方メートル以

下の集会施設を新たに造る工事を行う事業 

２ 既存の集会施設の延べ面積を増やす工事（増築後の延べ

面積が２５０平方メートルを超えるものを除く。）を行う事

業 

３ 既存の集会施設の一部の性能及び品質を向上し、又は回

復させる工事を行う事業 

４ 集会施設に太陽光発電システム及び蓄電池システムを設

置する工事を行う事業 

５ 集会施設の現況調査及び図面確認によって、必要な修繕

の時期及び予算額を明らかにした長期間の計画書の作成を

行う事業 

補助対象経費 

１ 補助対象事業１及び２ 設計監理費、建築工事費、アド

バイザー費、地耐力調査費及び備品購入費 

２ 補助対象事業３ 設計監理費、建築工事費及びアドバイ

ザー費 

３ 補助対象事業４ 太陽光発電システム及び蓄電池システ

ムの設置工事費 

４ 補助対象事業５ 調査費及び作成費 

補助金の交付額 

１ 補助対象事業１から３まで及び５ 補助対象経費の４分

の３の額（他の同種の補助金等の交付を受けるときは、当

該補助対象経費の実支出額から当該他の同種の補助金等の

交付額を差し引いた額の４分の３の額）と次に掲げる事業
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の区分に応じ、それぞれ次に定める額とを比較していずれ

か少ない方の額（当該額に１，０００円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てた額） 

 （１）補助対象事業１及び２ １平方メートル当たり１５

万円（鉄筋コンクリート造及び鉄骨造にあっては１８万

７，５００円）に延べ面積（補助対象事業２にあっては、

増築する部分に限る。）を乗じて得た額 

 （２）補助対象事業３ １平方メートル当たり３万円に延

べ面積を乗じて得た額 

 （３）補助対象事業５ １０万円 

２ 補助対象事業４ 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に

定める額の合計額 

 （１）太陽光発電システム 当該システムを構成する太陽

電池モジュールの最大出力を１キロワットで除した数

（当該除した数に小数点以下第２位未満の端数がある

ときは、これを切り捨てた数）に２万５，０００円を乗

じて得た額（当該額に１，０００円未満の端数があると

きは、これを切り捨てた額）と１５万円とを比較して、

いずれか少ない方の額 

 （２）蓄電池システム １台につき５万円 

（注）２０１８年４月１日の要綱改正に伴い、補助金の交付額の算定基準が変更

されたが、本件は経過措置の対象であり、改正前の要綱の算定基準が適用さ

れるため、改正前の要綱の算定基準を記載した。 

 

＜補助金交付額及び補助金交付件数の推移＞                           （単位：円）                

 2017 年度 

（決算額） 

2018 年度 

（決算額） 

2019 年度 

（決算額） 

2020 年度 

（決算額） 

2021 年度 

（予算額） 

補助金交付額 26,707,000 37,168,000 63,552,000 32,384,207 3,466,000 

補助金交付件数 8 7 10 6 1 

（注）補助金交付額及び補助金交付件数については、補助対象事業１から５までの合計を記載した。 
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【意見】補助事業の成果の確認については、補助金等の予算の執行に関する規則等の

規定に基づき、適正に行うよう努められたい 

補助金等の予算の執行に関する規則第６条第１項では、市長は、補助金等の交付

の申請があった場合は、補助事業等の目的及び内容が適正であるかを調査し、補助

金等の交付の決定をしなければならないと定めている。また、同規則第１６条第１

項では、補助事業者等は、補助事業等が完了したときは、当該補助事業等の成果を

記載した実績報告書に関係書類を添えて、市長に報告しなければならないと定め、

同規則第１７条では、市長は、実績報告書の提出を受けた場合は、当該実績報告書

の審査により、その報告に係る補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容に

適合するものであるかを調査することと定めている。 

町田市町内会・自治会集会施設整備事業補助金交付要綱第２では、広く地域コミ

ュニティ活動の場である集会施設の整備を支援し、もって地域コミュニティ活動の

発展に寄与することを補助の目的として定め、同要綱第８では、補助金の交付を受

けようとする者は、あらかじめ補助事業に係る事業計画の承認を受けなければなら

ないと定めている。  

町田市町内会・自治会集会施設整備事業補助金に係る関係書類の閲覧を行ったと

ころ、補助の目的に沿った補助事業の成果を記載する実績報告書になっていなかっ

た。また、補助事業に係る事業計画の承認基準も確認出来なかった。 

主管部課によれば、集会施設が完成することと、完成後の集会施設を利用するこ

とを成果として捉えている。完成については実績報告書及び現地調査で確認してお

り、利用については翌年度以降、毎年４月に提出される前年度の利用状況報告をも

って確認しているとのことであった。また事業計画の申請があった場合は、町田市

町内会・自治会集会施設整備事業補助金交付要綱に規定された条件により、目的及

び内容が適正であるかの確認はしているが、承認又は不承認の具体的な基準はなく、

予算、緊急性、老朽化等を考慮に入れながら総合的な判断をしているとのことであ

った。 

町田市町内会・自治会集会施設整備事業補助金では、補助金の交付を受けようと

する者は、あらかじめ事業計画の承認を受け、補助金の交付申請を行い、市は、交

付申請された補助事業の目的及び内容を調査し、当該補助事業が同要綱に定める補

助対象事業の目的に寄与することを確認し、補助金の交付決定を行うこととしてい

る。 

補助事業の完了後、補助事業者は、遂行された補助事業の成果を記載した実績報

告書を提出し、市は、実績報告書の審査において、実績報告書に記載された補助事

業の成果が補助金の交付決定と適合しているかを確認することとしている。  

事業計画の具体的な基準はなく、総合的な判断しているとしているとのことであ

るが、事業計画の承認は、あらかじめ交付申請の前に、事業計画が補助対象事業の

目的及び内容に沿って適正であることを確認し、複数の事業計画に対し評価をする

ものである。 
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また、集会施設が完成することと、完成後の集会施設を利用することを成果とし

て捉えているとのことであるが、実績報告書に記載される補助事業の成果は、遂行

された補助事業の成果が同要綱に定める補助対象事業の成果に適合することと、補

助目的を踏まえた補助金の交付の決定の内容に適合することにより、補助金が広く

地域コミュニティ活動の場である集会施設の整備を支援し、もって地域コミュニテ

ィ活動の発展に寄与することを確認するためのものである。 

なお、完成後の集会施設の利用状況を確認することについては、実績報告書に記

載された補助事業の成果ではないが、補助事業を評価する上で必要であると考える。 

主管部課は、補助金等の予算の執行に関する規則等の規定に基づき、補助事業の

成果の確認を適正に行うよう努められたい。 
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